
【表紙】

【提出書類】 訂正有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 2025年1月23日提出

【発行者名】 なかのアセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 中野　晴啓

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋兜町５丁目１番

【事務連絡者氏名】 荒川　孝希

【電話番号】 03-6661-0508

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】

なかの日本成長ファンド

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

(1)当初申込額

　300億円を上限とします。

(2)継続申込額

　1兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

半期報告書を提出しましたので2024年4月3日付をもって提出しました有価証券届出書（以下「原届出書」と
いいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また、記載事項の一部に訂正事項がありますのでこ
れを訂正するため、本訂正届出書を提出します。

２【訂正の内容】

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載している内
容は原届出書が更新されます。なお、「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」お
よび「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況」は原届出書の更新後の内容を記載しています。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

 
②　委託会社の概況（2024年2月末現在）
１）資本金

627百万円
２）沿革

2023年 9月 1日 なかのアセットマネジメント株式会社設立

３）大株主の状況

名　　称 住　　所 所有株数 議決権比率

中野　晴啓 東京都中央区 4,000株 50.2％

スパークス・グループ株式会社
東京都港区港南一丁目2番地
70号シーズンテラス

30,000株 15.1％

第一生命ホールディングス株式会社
東京都千代田区有楽町一丁目
13番１号

30,000株 15.1％

ソニーフィナンシャルグループ株式
会社

東京都千代田区大手町一丁目
9番2号

25,000株 12.6％

 

＜訂正後＞

 
②　委託会社の概況（2024年10月末現在）
１）資本金

677百万円
２）沿革

2023年 9月 1日 なかのアセットマネジメント株式会社設立

３）大株主の状況

名　　称 住　　所 所有株数 議決権比率

中野　晴啓 東京都中央区 4,000株 50.2％

スパークス・グループ株式会社
東京都港区港南一丁目2番地
70号シーズンテラス

30,000株 15.1％

第一生命ホールディングス株式会社
東京都千代田区有楽町一丁目
13番１号

30,000株 15.1％

ソニーフィナンシャルグループ株式
会社

東京都千代田区大手町一丁目
9番2号

25,000株 12.6％

 

２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜更新後＞

委託会社における運用体制は、以下の通りです。
＜運用業務フロー図＞
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※上記体制は2024年10月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

３【投資リスク】

＜更新後＞

（２）リスク管理体制
委託会社におけるリスク管理体制は以下のとおりです。
委託会社では、リスク管理規程や運用モニタリング規程等の社内規程において、リスク管理の対象となる
リスク、リスク管理体制および管理方法等が定められています。
・委託会社は受託者責任を常に念頭に置いたうえで、投資信託の「投資リスク」を適切に管理するため、
①運用部門において、投資信託の各種リスクを把握しつつ、投資信託のコンセプトに沿ったリスクの範
囲内で運用を行うこと、②運用部門から独立した管理部署によりモニタリング等のリスク管理を行うこ
と、を基本の考え方として、リスク管理体制を構築しています。

・委託会社では、流動性リスク管理に関して、投資信託の組入資産の流動性リスクのモニタリング等を実
施するとともに、緊急時対応策の策定・検証等を行います。委託会社の取締役会等では、流動性リスク
管理を含めた実効的なリスク管理体制の整備、運用について監督します。

 

 
※上記体制は2024年10月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

＜更新後＞
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４【手数料等及び税金】

（５）【課税上の取扱い】

＜更新後＞

課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
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・公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象と
なります。

・当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱い
が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

①　個人受益者の場合
１）収益分配金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得として、20.315％（所得税15.315％
および地方税５％）の税率による源泉徴収（原則として、確定申告は不要です。）が行なわれます。
なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）のいずれか
を選択することもできます。

２）解約金および償還金に対する課税

解約時および償還時の差益（譲渡益）
＊
については譲渡所得として、20.315％（所得税15.315％およ

び地方税５％）の税率による申告分離課税の対象となり、確定申告が必要となります。なお、源泉徴
収ありの特定口座（源泉徴収選択口座）を選択している場合は、20.315％（所得税15.315％および地
方税５％）の税率による源泉徴収（原則として、確定申告は不要です。）が行なわれます。

＊解約価額および償還価額から取得費用（申込手数料および当該手数料に係る消費税等相当額を含みま
す。）を控除した利益

※確定申告等により、解約時および償還時の差損（譲渡損失）については、上場株式等の譲渡益、上場
株式等の配当等および特定公社債等の利子所得（申告分離課税を選択したものに限ります。）と損益
通算が可能です。また、解約時および償還時の差益（譲渡益）、普通分配金および特定公社債等の利
子所得（申告分離課税を選択したものに限ります。）については、上場株式等の譲渡損失と損益通算
が可能です。

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合
NISAは、少額上場株式等に関する非課税制度です。
NISAをご利用の場合、一定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信
託などから生じる配当所得および譲渡所得が無期限で非課税となります。ご利用になれるのは、販売
会社で非課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するなど、一定の条件に該当する方
が対象となります。なお、他の口座で生じた配当所得・譲渡所得との損益通算はできません。詳しく
は、販売会社にお問い合わせください。

②　法人受益者の場合
１）収益分配金、解約金、償還金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の個別元本超過額について
は配当所得として、15.315％（所得税のみ）の税率による源泉徴収が行なわれます。源泉徴収された
税金は、所有期間に応じて法人税から控除される場合があります。

２）益金不算入制度の適用
益金不算入制度は適用されません。

※買取請求による換金の際の課税については、販売会社にお問い合わせください。
③　個別元本
１）各受益者の買付時の基準価額（申込手数料および当該手数料に係る消費税等相当額は含まれませ

ん。）が個別元本になります。
２）受益者が同一ファンドを複数回お申込みの場合、１口当たりの個別元本は、申込口数で加重平均した

値となります。ただし、個別元本は、複数支店で同一ファンドをお申込みの場合などにより把握方法
が異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせください。

④　普通分配金と元本払戻金(特別分配金)
１）収益分配金には課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「元本払戻金(特別分配金)」（元

本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。
２）受益者が収益分配金を受け取る際

イ）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の１口当たりの個別元本と同額かまたは上回っている場
合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。

ロ）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の１口当たりの個別元本を下回っている場合には、収益
分配金の範囲内でその下回っている部分の額が元本払戻金(特別分配金)となり、収益分配金から
元本払戻金(特別分配金)を控除した金額が普通分配金となります。

ハ）収益分配金発生時に、その個別元本から元本払戻金(特別分配金)を控除した額が、その後の受益
者の個別元本となります。

EDINET提出書類

なかのアセットマネジメント株式会社(E39468)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 6/31



※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。
※上記は2024年10月末現在のものですので、税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱いが
変更になる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家などにご確認されることをお勧
めします。

５【運用状況】

【なかの日本成長ファンド】

以下の運用状況は2024年10月31日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）【投資状況】
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 2,554,390,819 98.84

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 30,102,532 1.16

合計(純資産総額) 2,584,493,351 100.00
 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細
  

国／地域 種類 銘柄名
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

日本 親投資信託受
益証券

なかの日本成長マザーファンド 2,451,430,729 0.9948 2,438,901,167 1.0420 2,554,390,819 98.84

 

ロ.種類別の投資比率
  

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 98.84

合計 98.84
 

②【投資不動産物件】
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該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】
  

該当事項はありません。
 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】
  

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額（円）

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

2024年 4月末日 1,526 ― 1.0044 ―

　　　 5月末日 1,702 ― 0.9747 ―

　　　 6月末日 1,937 ― 1.0164 ―

　　　 7月末日 2,151 ― 1.0231 ―

　　　 8月末日 2,398 ― 1.0274 ―

　　　 9月末日 2,512 ― 1.0446 ―

　　　10月末日 2,584 ― 1.0381 ―
 

②【分配の推移】
  

期 期間 1口当たりの分配金（円）

当中間期 2024年 4月25日～2024年10月24日 ―
 

③【収益率の推移】
  

期 期間 収益率（％）

当中間期 2024年 4月25日～2024年10月24日 2.02
 

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の直前の
計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得
た数に100を乗じた数です。

（４）【設定及び解約の実績】
  

期 期間 設定口数（口） 解約口数（口）

当中間期 2024年 4月25日～2024年10月24日 2,780,638,660 304,501,023
 

(注)第1中間計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。

（参考）

なかの日本成長マザーファンド

以下の運用状況は2024年10月31日現在です。
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

投資状況
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 2,507,574,950 98.17

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 46,803,565 1.83

合計(純資産総額) 2,554,378,515 100.00
 

投資資産
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投資有価証券の主要銘柄

イ.評価額上位銘柄明細
  

国／地域 種類 銘柄名 業種
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

日本 株式 ツムラ 医薬品 26,000 4,052.08 105,354,080 5,007.00 130,182,000 5.10

日本 株式 三井不動産 不動産業 95,900 1,381.88 132,522,741 1,326.00 127,163,400 4.98

日本 株式 味の素 食料品 21,100 5,613.18 118,438,198 5,904.00 124,574,400 4.88

日本 株式 ロート製薬 医薬品 32,200 3,005.59 96,780,270 3,443.00 110,864,600 4.34

日本 株式 浜松ホトニクス 電気機器 53,800 2,435.70 131,041,014 2,037.50 109,617,500 4.29

日本 株式 荏原製作所 機械 46,000 1,730.15 79,586,941 2,350.50 108,123,000 4.23

日本 株式 コスモス薬品 小売業 14,600 7,314.92 106,797,934 7,282.00 106,317,200 4.16

日本 株式 信越化学工業 化学 18,000 5,777.00 103,986,010 5,755.00 103,590,000 4.06

日本 株式 朝日インテック 精密機器 41,900 2,311.13 96,836,614 2,467.50 103,388,250 4.05

日本 株式 扶桑化学工業 化学 26,700 3,979.86 106,262,277 3,775.00 100,792,500 3.95

日本 株式 日本電子 電気機器 17,300 6,513.31 112,680,282 5,816.00 100,616,800 3.94

日本 株式 ダイキン工業 機械 5,200 21,128.57 109,868,570 18,650.00 96,980,000 3.80

日本 株式 ヤクルト本社 食料品 29,200 3,043.10 88,858,535 3,318.00 96,885,600 3.79

日本 株式 オムロン 電気機器 15,500 5,457.89 84,597,295 6,100.00 94,550,000 3.70

日本 株式 村田製作所 電気機器 34,600 2,904.82 100,506,977 2,707.00 93,662,200 3.67

日本 株式 ジャパンエレベーターサー
ビスホールディン

サービス
業

31,700 2,696.99 85,494,638 2,948.00 93,451,600 3.66

日本 株式 日立製作所 電気機器 23,800 2,962.15 70,499,179 3,924.00 93,391,200 3.66

日本 株式 ローム 電気機器 52,800 2,064.37 108,998,949 1,716.50 90,631,200 3.55

日本 株式 島津製作所 精密機器 19,500 4,202.70 81,952,650 4,552.00 88,764,000 3.47

日本 株式 技研製作所 機械 48,100 1,884.44 90,641,922 1,761.00 84,704,100 3.32

日本 株式 ジャストシステム 情報・通
信業

24,300 2,789.82 67,792,626 3,435.00 83,470,500 3.27

日本 株式 イリソ電子工業 電気機器 30,000 3,006.10 90,183,229 2,733.00 81,990,000 3.21

日本 株式 オリンパス 精密機器 28,600 2,227.08 63,694,488 2,710.50 77,520,300 3.03

日本 株式 オロ 情報・通
信業

32,000 2,624.56 83,985,954 2,407.00 77,024,000 3.02

日本 株式 プラスアルファ・コンサル
ティング

情報・通
信業

33,500 2,061.31 69,054,191 2,158.00 72,293,000 2.83

日本 株式 ラクス 情報・通
信業

16,500 1,673.84 27,618,360 2,070.00 34,155,000 1.34

日本 株式 カカクコム サービス
業

9,700 1,944.12 18,857,964 2,358.00 22,872,600 0.90

 

ロ.種類別及び業種別の投資比率
  

種類 国内／外国 業種
投資比率
（％）

株式 国内 食料品 8.67

化学 8.00

医薬品 9.44

機械 11.35

電気機器 26.01

精密機器 10.56

情報・通信業 10.45

小売業 4.16

不動産業 4.98

サービス業 4.55
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合計 　 　 98.17
 

投資不動産物件

該当事項はありません。

その他投資資産の主要なもの
  

該当事項はありません。
 

≪参考情報≫
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】
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＜更新後＞

（４）取扱時間
原則として、午後3時30分までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。
※販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳しくは、販売会社にお問い合わせくださ
い。

２【換金（解約）手続等】

＜更新後＞

（２）取扱時間
原則として、午後3時30分までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。
※販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳しくは、販売会社にお問い合わせくださ
い。
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第３【ファンドの経理状況】

（１）当ファンドの中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号）ならびに同規則第284条および第307条の規定により、「投資信託財産の計算に関する規

則」（平成12年総理府令133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 
（２）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間計算期間（2024年 4月25日（設

定日）から2024年10月24日まで）の中間財務諸表について、ななつぼし監査法人による中間監査を受け

ております。

【中間財務諸表】

【なかの日本成長ファンド】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

当中間計算期間
2024年10月24日現在

資産の部

流動資産

コール・ローン 30,336,789

親投資信託受益証券 2,509,284,494

未収利息 91

流動資産合計 2,539,621,374

資産合計 2,539,621,374

負債の部

流動負債

未払解約金 2,005,558

未払受託者報酬 346,385

未払委託者報酬 11,199,735

流動負債合計 13,551,678

負債合計 13,551,678

純資産の部

元本等

元本 2,476,137,637

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 49,932,059

（分配準備積立金） -

元本等合計 2,526,069,696

純資産合計 2,526,069,696

負債純資産合計 2,539,621,374

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

当中間計算期間
自　2024年 4月25日
至　2024年10月24日

営業収益

受取利息 11,421

有価証券売買等損益 71,847,842

営業収益合計 71,859,263

営業費用

受託者報酬 346,385

委託者報酬 11,199,735

営業費用合計 11,546,120

営業利益又は営業損失（△） 60,313,143
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当中間計算期間
自　2024年 4月25日
至　2024年10月24日

経常利益又は経常損失（△） 60,313,143

中間純利益又は中間純損失（△） 60,313,143

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△） 555,988

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,177,880

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

1,177,880

剰余金減少額又は欠損金増加額 11,002,976

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

11,002,976

分配金 -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 49,932,059

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
  

有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、時価で評価しております。
　時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額で評価しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）
  

項目
当中間計算期間

2024年10月24日現在

１. 元本の推移

期首元本額 1,445,780,328円

期中追加設定元本額 1,334,858,332円

期中一部解約元本額 304,501,023円

２. 中間計算期間末日における受益権の総数 2,476,137,637口

３. 1口当たり純資産額 1.0202円

(10,000口当たり純資産額) (10,202円)
 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
   

該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項
  

　　　　　　　　項目
当中間計算期間

2024年10月24日現在

１.中間貸借対照表計上額、時価及びそ
の差額

　中間貸借対照表計上額は時価で計上しているため、その差額はありません。

２.時価の算定方法 （１）有価証券

　売買目的有価証券

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

（２）デリバティブ取引

　該当事項はありません。

（３）上記以外の金融商品

　上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３.金融商品の時価等に関する事項につ
いての補足説明

　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）
  

該当事項はありません。
    

（参考）

当ファンドは「なかの日本成長マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表の資

産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。

なお、同親投資信託受益証券の状況は次の通りです。以下に記載した情報は監査対象外であります。

なかの日本成長マザーファンド
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貸借対照表

（単位：円）

2024年10月24日現在

資産の部

流動資産

金銭信託 902,067

コール・ローン 29,917,266

株式 2,462,499,550

未収配当金 15,864,500

未収利息 90

流動資産合計 2,509,183,473

資産合計 2,509,183,473

負債の部

流動負債

流動負債合計 -

負債合計 -

純資産の部

元本等

元本 2,451,430,729

剰余金

剰余金又は欠損金（△） 57,752,744

元本等合計 2,509,183,473

純資産合計 2,509,183,473

負債純資産合計 2,509,183,473

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
  

有価証券の評価基準及び評価方法 株式
　移動平均法に基づき、原則として、時価で評価しております。
　時価評価にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないもの
についてはそれに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示される気配相
場に基づいて評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）
  

項目 2024年10月24日現在

１. 元本の推移  
 期首 2024年 4月25日

 期首元本額 1,445,780,328円

 期首からの追加設定元本額 1,079,593,022円

 期首からの一部解約元本額 73,942,621円

 元本の内訳※  
 なかの日本成長ファンド 2,451,430,729円

 合計 2,451,430,729円

２. 計算期間末日における受益権の総数 2,451,430,729口

３. 1口当たり純資産額 1.0236円
 (10,000口当たり純資産額) (10,236円)

 

（注）※は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項
  

　　　　　　　　項目 2024年10月24日現在

１.貸借対照表計上額、時価及びその差
額

　貸借対照表計上額は時価で計上しているため、その差額はありません。

２.時価の算定方法 （１）有価証券
 　売買目的有価証券

 　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

 （２）デリバティブ取引

 　該当事項はありません。

 （３）上記以外の金融商品

 　上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３.金融商品の時価等に関する事項につ
いての補足説明

　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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（デリバティブ取引等に関する注記）
  

該当事項はありません。

    

 

２【ファンドの現況】

以下のファンドの現況は2024年10月31日現在です。

【なかの日本成長ファンド】

【純資産額計算書】
  

Ⅰ　資産総額 2,586,437,821円　

Ⅱ　負債総額 1,944,470円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,584,493,351円　

Ⅳ　発行済口数 2,489,720,880口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0381円　
 

（参考）

なかの日本成長マザーファンド

純資産額計算書
  

Ⅰ　資産総額 2,554,378,515円　

Ⅱ　負債総額 ―円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,554,378,515円　

Ⅳ　発行済口数 2,451,430,729口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0420円　
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜更新後＞

（１）資本金の額
2024年10月末現在  

資本金 677,500,000円

発行可能株式総数 250,000株

発行済株式総数 113,250株

 
●過去５年間における主な資本金の増減

年月日 変更後（変更前）

2023年9月29日 172,500,000円（50,000,000円）

2023年11月30日 322,500,000円（172,500,000円）

2023年12月26日 472,500,000円（322,500,000円）

2024年2月9日 477,500,000円（472,500,000円）

2024年2月29日 627,500,000円（477,500,000円）

2024年5月24日 677,500,000円（627,500,000円）

 
（２）会社の意思決定機関（2024年10月末現在）

・取締役会
委託会社の業務執行の最高機関は取締役会であり、株主総会にて選任された3名以上の取締役、かつ1名
以上の監査役で構成されます。取締役及び監査役の選任は、議決権を行使できる株主の3分の1以上にあ
たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行い、累積票によらないものとし
ます。
取締役の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のと
きまでとし、補欠または増員により選任された取締役の任期は、前任者の残任期間とします。監査役の
任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとしま
す。任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の残存期間
とします。

 
（３）運用の意思決定プロセス（2024年10月末現在）

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

・「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設
定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行
なっています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行なっています。
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・2024年10月末現在、委託会社が運用する証券投資信託は以下のとおりです（ただし、親投資信託を除きま
す。）。

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 2 4,999

合計 2 4,999
 

３【委託会社等の経理状況】

＜更新後＞

１.　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）
ならびに同規則第2条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第
52号）に基づいて作成しております。

また、当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵
省令第59号）ならびに同規則第282条及び第306条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」
（平成19年8月6日内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 
２.　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第1期事業年度（2023年9月1日から2024年3

月31日まで）の財務諸表について、ななつぼし監査法人による監査を受けております。
また、第2期事業年度に係る中間会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、ななつぼし監査法人による中間監査を受けております。
 

３.　財務諸表および中間財務諸表に記載している金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（１）【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
当事業年

度　　　　　　　　　　　
（2024年3月31日）

資産の部   
流動資産   

現金・預金  1,011,379
未収入金  100
未収消費税等  2,974
前払費用  1,940
流動資産計  1,016,394

固定資産   
有形固定資産 ※１ 5,072
器具備品  5,072

無形固定資産  458
ソフトウエア  458

投資その他の資産  3,150
差入保証金  3,150

固定資産計  8,680
繰延資産   

創立費  505
繰延資産計  505

資産合計  1,025,580
負債の部   

流動負債   
未払金  936
未払費用  14,623
預り金  795
未払法人税等  3,869
流動負債計  20,224

負債合計  20,224
純資産の部   

株主資本   
資本金  627,500
資本剰余金   

資本準備金  455,000
資本剰余金合計  455,000

利益剰余金   
その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  △77,144
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利益剰余金合計  △77,144
株主資本合計  1,005,355

純資産合計  1,005,355
負債・純資産合計  1,025,580

 

（２）【損益計算書】

 （単位：千円）
 当事業年度
 （自　2023年 9月 1日

 至　2024年 3月31日）
一般管理費  

給料 33,551
役員報酬 16,800
給料・手当 16,751

法定福利費 4,514
福利厚生費 178
外注費 10,568
事務用品費 677
消耗品費 783
賃借料 354
租税公課 3,638
減価償却費 869
旅費交通費 2,091
通信費 154
支払手数料 8,365
会議費 210
諸会費 6,489
諸経費 160
一般管理費計 72,607

営業損失 72,607
営業外収益  
受取利息 1
雑収入 91
営業外収益計 92

営業外費用  
株式交付費 4,008
繰延資産償却費 66
営業外費用計 4,075

経常損失 76,590
税引前当期純損失 76,590
法人税、住民税及び事業税 554
法人税等合計 554
当期純損失 77,144

 

（３）【株主資本等変動計算書】

当事業年度（自　2023年9月１日　至　2024年3月31日）
 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越

利益剰余金

当期首残高 － － － － － － －

当期変動額        

新株の発行 627,500 455,000 455,000 － － 1,082,500 1,082,500

当期純損失 － － － △77,144 △77,144 △77,144 △77,144

当期変動額合計 627,500 455,000 455,000 △77,144 △77,144 1,005,355 1,005,355

当期末残高 627,500 455,000 455,000 △77,144 △77,144 1,005,355 1,005,355

 

［注記事項］

（重要な会計方針）

１．固定資産の減価償却の方法
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（1） 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定率法
　　　なお、器具備品の耐用年数は4～15年であります。
（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法
　　　なお、ソフトウエアについては、5年で償却しております。

 
２．繰延資産の処理方法
　　（1）創立費
　　５年間で均等償却しております。
　　（2）株式交付費
　　支出時に全額費用処理しております。
 

３．その他財務諸表作成のための基礎となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 
 
 
 
（貸借対照表関係）
※１ 有形固定資産の減価償却累計額
 当事業年度（2024年3月31日）
器具備品
有形固定資産合計

828千円
828千円

 
（株主資本等変動計算書関係）
当事業年度（自2023年９月１日　至2024年３月31日）
１． 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 ‐ 103,250 ‐ 103,250

 

（金融商品関係）
１.　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は資金の運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
預金は、預入先金融機関の信用リスクにさらされております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
信用リスクの担当所管部署を管理部、責任者を管理部長とし、リスク管理の有効性の確認はコンプライ

アンス部が行っております。リスク管理委員会及び取締役会はリスク管理全般について責任を負い、リス
ク管理の方針の策定、リスク管理体制の整備を推進しております。また、信用リスクはリスク管理規程に
基づき、以下のプロセスで管理しております。

①　担当所管部署は、本リスクの把握及び分析を行っております。リスクの測定は、必要に応じて定
量・定性の両面から行っております。

②　担当所管部署は、リスク管理状況を四半期毎にリスク管理委員会に報告しております。ただし、経
営に重大な影響を与える事項については随時各リスクの統括管理の管理部へ報告しております。管
理部は報告事案について検証を行い、必要に応じてリスク管理委員会に報告しております。

③　リスク管理委員会は、担当所管部署からの報告を基に、関係する諸規程が明確に定められている
か、適切な見直しが行われているかといったリスク管理体制の有効性等について検討し、その一層
の充実を図っております。

④　内部監査室は、各部署のリスク管理体制の有効性について監査し、結果について取締役会に報告、
必要に応じて是正勧告等を行っております。
 

２．金融商品の時価に関する事項
当事業年度（2024年3月31日）
①時価で貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
現金及び預金、未収消費税等、未払法人税等
これらはすべて短期間（1年以内）で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであることから、

記載を省略しております。
 
（1株当たり情報）

当事業年度
（自2023年9月１日　至2024年3月31日）
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1株当たり純資産額　　　　　9,737円10銭

1株当たり当期純損失金額　　1,523円84銭

(注)1.　潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

2.　1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

当期純損失　　　　　　　　　77,144千円

普通株主に帰属しない金額　　-

普通株主に係る当期純損失 　 77,144千円

普通株式の期中平均株式数　　50,625株
 

 

（重要な後発事象）

当事業年度
（自2023年9月１日　至2024年3月31日）

１．新株発行

当社は2024年5月24日を払込期日として、A種優先株式10,000株を第三者割当の方法で発行しました。

＜募集株式の発行に関する事項＞

（１）募集株式の発行方法

楽天証券ホールディングス株式会社との間で募集株式総数引受契約を締結

（２）募集株式の払込金額

１株につき金10千円

（３）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

増加資本金1 株につき金5千円

増加する資本金の額　50,000千円

増加資本準備金1 株につき金5千円

増加する資本準備金の額　50,000千円
 

（1）中間貸借対照表

 （単位：千円）

 
当中間会計期間

（2024年9月30日）
資産の部   

流動資産   
現金・預金  961,605
未収委託者報酬  14,265
その他流動資産 ※1 7,793
流動資産計  983,664

固定資産   
有形固定資産 ※2 4,593

器具備品  4,593
無形固定資産  408

ソフトウエア  408
投資その他の資産  3,150

差入保証金  3,150
固定資産計  8,151

繰延資産   
創立費  448
繰延資産計  448

資産合計  992,264
負債の部   

流動負債   
未払金  6,471

未払手数料  5,706
その他未払金  765

未払費用  20,948
預り金  1,441
未払法人税等  2,841
流動負債計  31,703

負債合計  31,703
純資産の部   

株主資本   
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資本金  677,500
資本剰余金   

資本準備金  505,000
資本剰余金合計  505,000

利益剰余金   
その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  △221,938
利益剰余金合計  △221,938

株主資本合計  960,561
純資産合計  960,561

負債・純資産合計  992,264

（2）中間損益計算書
  （単位：千円）

 
当中間会計期間

（自　2024年4月 1 日
至　2024年9月30日）

営業収益   
委託者報酬  12,969
営業収益計  12,969

営業費用   
支払手数料  40,895
広告宣伝費  8,177
その他営業費用  1,587
営業費用計  50,660

一般管理費   
給料  66,618

役員報酬  19,850
給料・手当  46,768

法定福利費  9,927
業務委託費  10,529
不動産賃借料  7,188
租税公課  3,058
旅費交通費  4,035
諸経費  5,661
一般管理費計  107,019

営業損失  144,710
営業外収益   

受取利息  74
雑収入  261
営業外収益計  335

営業外費用   
株式交付費  350
繰延資産償却費  57
営業外費用計  407

経常損失  144,782
税引前中間純損失  144,782
法人税、住民税及び事業税  11
法人税等合計  11
中間純損失  144,793

 

（3）中間株主資本等変動計算書
当中間会計期間（自　2024年4月１日　至 2024年9月30日）
 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越

利益剰余金

当期首残高 627,500 455,000 455,000 △77,144 △77,144 1,005,355 1,005,355

当中間期変動額        

新株の発行 50,000 50,000 50,000   100,000 100,000

中間純損失    △144,793 △144,793 △144,793 △144,793
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当中間期変動額合計 50,000 50,000 50,000 △144,793 △144,793 △44,793 △44,793

当中間期末残高 677,500 505,000 505,000 △221,938 △221,938 960,561 960,561

 

［注記事項］

（重要な会計方針）
１．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法
なお、器具備品の耐用年数は4～15年であります。

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、ソフトウエアについては、5年で償却しております。
 

２．繰延資産の処理方法
（1）創立費

５年間で均等償却しております。
（2）株式交付費

支出時に全額費用処理しております。
 
３．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

 
委託者報酬
委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき、純資産総額に一定の報酬率を乗じて日々計算され、確定

した報酬を投資信託によって年2回受領しております。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足さ
れるという前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しております。

 
（中間貸借対照表関係）
※１　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動資産の「その他流動資
産」に含めて表示しております。

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額
 当中間会計期間（2024年9月30日）
器具備品
有形固定資産合計

1,996千円
1,996千円

 
 
（中間株主資本等変動計算書関係）
当中間会計期間（自2024年4月１日　至2024年9月30日）
１．発行済株式に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 摘要
普通株式 103,250 - - 103,250  

A種優先株式 - 10,000 - 10,000 注１
合計 103,250 10,000 - 113,250  

（注１）A種優先株式の発行済株式の増加10,000株は、第三者割当による新株の発行であります。
 
 
（金融商品関係）
１．金融商品の時価に関する事項
当中間会計期間（2024年9月30日）
（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
現金及び預金、未収委託者報酬、未収消費税等、未払法人税等
これらはすべて短期間（1年以内）で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであることから、

記載を省略しております。
 
（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

収益及び契約から生じるキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要
因に基づく区分に当該収益を分解した情報については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

（重要な会計方針）3．収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会
計期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額
及び時期に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（セグメント情報等）
１．セグメント情報
当社は、資産運用業の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 
２．関連情報
（1）サービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略してお
ります。
 
（2）地域ごとの情報

①営業収益
内国籍投資信託からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。
②有形固定資産
本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 
（3）主要な顧客ごとの情報

当中間会計期間（自2024年4月１日 　至2024年9月30日）
顧客の名称 営業収益
なかの日本成長ファンド 8,533千円
なかの世界成長ファンド 4,435千円

 
 
 
（1株当たり情報）

当中間会計期間
（自2024年4月１日　至2024年9月30日）

1株当たり純資産額　　　 　　8,334円74銭
1株当たり中間純損失金額　　 1,402円36銭

(注)1.　潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

2.　1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
純資産の部の合計額 960,561千円
純資産の部の合計額から控除する金額 100,000千円
（うち種類株式の払込金額） 100,000千円
普通株式に係る期末の純資産額 860,561千円
一株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数
 103,250　株

3.　1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。
中間純損失 144,793千円
普通株主に帰属しない金額 - 
普通株主に係る中間純損失 144,793千円
普通株式の期中平均株式数 103,250　株

 
（重要な後発事象）
該当事項はありません。

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜更新後＞

（１）受託会社

名　　称
資本金の額

（2024年3月末現在）
事業の内容

野村信託銀行株式会社 50,000百万円

銀行法に基づき銀行業を営
むとともに、金融機関の信
託業務の兼営等に関する法
律に基づき信託業務を営ん
でいます。

 
（２）販売会社
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名　　称
資本金の額

（2024年3月末現在）
事業の内容

auカブコム証券株式会社 7,196百万円 金融商品取引法に定める第
一種金融商品取引業を営ん
でいます。

マネックス証券株式会社 13,195百万円

楽天証券株式会社 19,495百万円

株式会社北國銀行 26,673百万円
銀行法に基づき銀行業を営
んでいます。

第一生命保険株式会社 60,000百万円
保険業法に基づき生命保険
業を営んでいます。
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独立監査人の中間監査報告書
 

2025年1月9日
 

なかのアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中
 

 
ななつぼし監査法人

東京都千代田区
 

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 米 永　隆 司

 
 
中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げら
れている、なかの日本成長ファンドの2024年4月25日から2024年10月24日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中
間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、なかの日本成長ファンドの2024年10月24日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（2024年4

月25日から2024年10月24日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国

における職業倫理に関する規定に従って、なかのアセットマネジメント株式会社及びファンドから独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成し

有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報

を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す

ると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応する

中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略さ

れ、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事

項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
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不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　なかのアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
（注）1．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

2．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
次へ
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独立監査人の監査報告書
 

2024年7月12日
 

なかのアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中
 

 
ななつぼし監査法人

東京都千代田区
 

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 米 永　隆 司

 
 
監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げら
れている、なかのアセットマネジメント株式会社の2023年9月1日から2024年3月31日までの第1期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、なかのア

セットマネジメント株式会社の2024年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理

に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報

である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施していな

い。

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある

場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響

を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連

する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
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ともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含

む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
（注）1．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

2024年12月20日
 

なかのアセットマネジメント株式会社

取締役会　御中
 

 
ななつぼし監査法人

東京都千代田区
 

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 米 永　隆 司

 
 
中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ
られている、なかのアセットマネジメント株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの第2期事業年度の中間会計期間
（2024年4月1日から2024年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本
等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、なかのアセットマネジメント株式会社の2024年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（2024年4月1日から2024年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国

における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして

いる。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情

報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す

ると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応する

中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略さ

れ、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事

項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。
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　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
（注）1．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

2．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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